
◎歳入 （単位　千円）

予算額 前年度 前年度比

986,427 1,015,209 ▲ 28,782 指定袋・粗大ごみ処理券による手数料収入

◎歳出

予算額 前年度 前年度比 概要・主な事業（金額内訳）

523,765 531,944 ▲ 8,179 指定袋・粗大ごみ処理券作製経費、保管・配送、販売委託

462,662 483,265 ▲ 20,603 ※（１）～（４）までの合計額

〇分別意識の向上と啓発　　 (28,892)

〇脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業 (8,000)

〇食品ロス削減推進事業 (5,195)

〇クリーンにいがた推進員育成事業 (45,530)

〇ごみ集積場設置等補助金　 (57,063)

〇地域清掃等への助成 (15,397)

〇不法投棄・違反ごみ対策 (6,791)

〇古紙資源化の一層の推進（集団資源回収運動費） (141,112)

〇家庭系生ごみ減量化の推進 (7,119)

〇古布・古着の拠点回収費 (50)

〇環境教育・環境学習等に対する支援 (7,489)

〇高性能省エネ住宅普及事業 (600)

〇防犯灯（ＬＥＤ灯）設置補助金 (18,486)

〇ごみ出し支援 (8,710)

(108,900)

〇持続可能な社会に向けた人材育成と実践 (2,650)

〇環境優良事業者等認定制度 (678)

ごみ処理手数料収入

指定袋作製等経費

【市民還元事業】

〇地域活動への支援（地域活動補助金等）

ごみ減量・リサイクル推進及び地域環境の美化

（２）　地球温暖化対策 26,575 35,916 ▲ 9,341

（１）　資源循環型社会促進策 315,149 326,353 ▲ 11,204

（４）　未来投資に向けた
　　　　　　　　　　　　取り組み

3,328 3,347 ▲ 19

（３）　地域コミュニティ活動の
　　　　　　　　　　　　　　振興

117,610 117,649 ▲ 39
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新潟市環境優良事業者等認定制度 678千円

ＳＤＧｓのゴールやターゲットを意識し、温室効果ガスの削減や

ごみの減量などの環境課題に積極的に取り組む企業や団体を認定し、

その活動を応援する制度

〇部門

①３R推進部門

②ゼロカーボン部門

③食品ロス削減部門

〇認定メリット

・ONEカンパニー「ロゴマーク」の使用に

よるイメージアップ

・環境に配慮した事業者・団体として市が積極的にＰＲ

・市発注業務においてプロポーザル方式で加点対象となる

場合あり

令和５年度市民還元事業について

高性能省エネ住宅普及事業 600千円

家庭部門CO2排出量削減に向け、省エネルギー性能の高い住宅の供給を促進し、住

宅市場全体の省エネ性能向上の牽引を図るとともに、市民が省エネ住宅を選択しやす

い環境を作るため、事業者による省エネ住宅の説明スキル向上を目的とするセミナー

を開催します。

脱炭素社会に向けたバイオマスプラスチック利用促進事業 8,000千円

新潟市では、令和２年１２月１日に、２０５０年までに二酸化炭素の排出を実質ゼロ
とする「ゼロカーボンシティ」の実現を目指すことを表明しました。

また、令和２年に策定した「新潟市一般廃棄物処理基本計画」では、バイオマスプラ
スチックを使用した指定ごみ袋の導入を進めることを明記しています。

本事業では、新潟市内で生産された「お米」（資源米）を原料とするバイオマスプラ
スチック製の指定ごみ袋を導入し、市民のプラスチック削減に対する意識醸成を図りま
す。

〇家庭系燃やすごみ指定袋（２０Ｌ）⇒ バイオマスプラスチック製

食品ロス削減推進事業 5,195千円

・未就学児、小学校低学年生向け出前授業の実施

※令和2年度作成の啓発映像使用、

食品ロスに関連した啓発グッズ配布

・市民向けエコレシピコンテスト
（食と花の推進課と協働）

・市民向け啓発講座の実施

・フードシェアリング事業者との連携協定

食品ロスの削減は世界的な課題となっており、本市でも令和２年に策定した「新潟市一般
廃棄物処理基本計画」において削減目標を設定するとともに、目標達成に向けた施策を掲げ
ています。

本事業では、下記に示す具体的な取り組みを行うことで、市民・事業者・行政の三者がそ
れぞれの立場から食品ロス削減に取り組む体制を整備するとともに、啓発・広報を実施する
ことで意識の向上を図ります。

・環境優良事業者等認定制度(食品ロス部門)

・ごみ資源組成調査の実施
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